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【論文要旨】
本研究ではプライバシー権に焦点を当てる。プライバシー権は名誉権に比して非常に新し
い概念である。プライバシーは欧米からの流入した概念であるため、それらの外国文献・判
例を紹介する研究が多いが、本稿では、日本における英米のプライバシー権の継受及び学説
の推移の紹介を中心に行う。英米の伝統的プライバシー権の紹介と、現代的プライババシー
権の発生について、その継承の歴史と背景を探る。
プライバシー権は欧米では名誉権・財産権を基にして裁判上認められてきたが、日本では
名誉権とも異なる独立した権利として形成された。そのため欧米においてプライバシー権と
は、領域・不法行為・名誉・財産権等に関連する権利とされているが、学説を継受する過程
において、日本では「宴のあと事件」やマスコミからの防御・表現の自由と対抗する概念と
して「私事を公開されない」とする「情報プライバシー権」として考えられている。
キーワード：プライバシー、「一人で放っておいてもらう権利」、「自己情報コントロール
権」、「宴のあと」事件
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も時代と共に変化し、報道規制の在り方やアクセス権等多くの問題に関係するようになっ
た。かつては有名人や政治家など一部の人のみに関わる権利であったが、表現媒体の進化等
から一般にもその用語や権利性が浸透し、プライバシー侵害に関する訴訟も増加している。
そのため、その研究が進むと共に、プライバシー権の保障の在り方や、その保障の限界につ
いて等多くの問題が提起されている。
プライバシーは、戦後の憲法理論史の中でアメリカ法の影響が最も強く顕れている分野の
一つである1。これについて、我が国ではどのようにプライバシー権に関する学説が紹介さ
れてきたのかについて概観する。着目する点は、個人情報保護法等の立法面やプライバシー
権に関する判例の変遷ではなく、主としてプライバシー権に関する学説の継受であり、プラ
イバシー権に関する学説の継承・理論形成・発展を概観することを本論文の眼目とする。本
稿では文献の引用の際に旧字が見られる文献も存在したが、必要に応じて現代の常用漢字に
改めた。
そもそも、「プライバシー権」という用語は一般に広く浸透しているが、その概念・権利
内容等は不明確であるという指摘もある2。それは日本では、プライバシー権が派生した英
国や、日本のプライバシー権の理論構成に多大なる影響を与えた米国とも、プライバシー権
の一般的認識や権利性が異なるためであると思われる。そのため本稿では、日本のプライバ
シー権が確立されたと思われる1960年時代に至るまでの学説を紹介し、日本におけるプライ
バシー権の欧米との概念の違いや保護の在り方を探ることとしたい。なお、本稿で紹介する
文献の詳しい検討や、現代的プライバシー権が発生するに至った学説の概説及び自己情報コ
ントロール権に関する近年の文献の紹介は次稿とした。
Ⅱ．古典的プライバシー
日本においてプライバシー権を紹介する論文が多く見られるようになったのは、1950年代
からである。現在ではその根拠条文は、憲法13条の個人の尊重3、幸福追求権4とする説が多
数を占める。日本での権利提唱の背景は、日本国憲法の制定と二次大戦後のアメリカの法理
論の流入である。特に影響のある論文は、ウォレン＝ブランダイス両氏の「The Right to 
Privacy」である。この論文は（一）5と（二）6からなり、「これが執筆されなかったならば、
プライバシーの権利という考え方は、あるいは承認されなかったかもしれないし、仮にそう
でないとしても、かなり遅れて認められることになったであろう。」と評されている7。現代
でも多くのプライバシーに関する論文はこの両氏の論文を引用し、日本での判例やその後の
研究に多大な影響を与えた。
かねてより、私事の保護は表現の自由との調整において困難な問題を抱えていた。円滑な
民主政治や国民への情報公開、出版の自由の保障のために表現の自由は不可欠であるが、そ
れと同時に個人の権利も保護されなければならない。これらの点において、ウォレン＝ブラ
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ンダイス両氏の論文におけるプライバシー権の論拠と保護の在り方に関する統一的な法理論
は、実務上有効に用いることができる。英米法の経験主義的な手法による判例分析からプラ
イバシーの権利性を見出すと共に、その価値を守るための、当該人物の意思決定の尊重と、
表現の自由との調整への着眼8は注目すべき所であり、プライバシー権のもつ価値について
広く捉えている。
論文発表当時のプライバシー権提唱の背景一つに、「写真や新聞企業が、私生活や家庭生
活の神聖な領域を侵している」というマスコミの取材・報道の在り方があった9。プライバ
シー侵害と名誉侵害の類似点を指摘し、名誉保護に関する法律は、精神的苦痛の救済が不十
分であり、プライバシー権の適切な理解が権利救済につながる事が述べられている10。日本
では一般的にプライバシー権を個人情報の保護と認識するが、本来的にプライバシー権と
は、名誉を傷付けられない権利・悪意に訴追されない権利・暴行または殴打されない権利等
にも同様の性質が内在すると指摘し11、刑事法による保護にも言及している12。
ウォレン＝ブランダイス両氏は、プライバシー権を、①「私的な生活の秘密を守る権利」
と、②「自己の思想や感情をどの範囲で他人に表示すべきかを決定する権利」13と二つに分類
している。これは、「一人でおいてもらう権利」と、「自己情報コントロール権」である。ま
た、自身の作品や表明した感情・思想等についてどの程度パブリシティを与えるか、という
財産的価値に関しても論じている14。プライバシー侵害について、「公開」という言葉が多用
されている。プライバシー権に関する事例を例に挙げながら、総括として、文書・芸術を通
じて表明された思想や感情に与えられる保護は、それが「公開の阻止」ということにある限
りにおいてはプライバシー権は「独りでいる」ということよりも「権利強行の一例」である
とされる15。その保護に関しては、一般的目標は「私生活プライバシー」の保護であり、公
開が抑止される条件として、個人の私的な習慣・公的資格においてなした行為との関係等が
指摘された16。
このように、プライバシー権は、これまで保護しきれなかった名誉侵害・肖像権侵害等を
補完する権利である。本論文を総括すれば、ウォレン＝ブランダイス両氏の論文は、判例の
分析及びイエロージャーナリズムの問題点を指摘し、プライバシー権とは何か、そしてそれ
らを保護すべき必要性とは何かを、これまでの研究の蓄積を基に集積・分類の後に解析し、
私見が加えられている。殊に、本論文が唱えた伝統的プライバシー権に関する論理が日本に
与えた影響は大きいと思われる。「一人にしておいてもらう権利（Right to be let alone）」
という私的領域への介入を拒絶するという、消極的な面だけでなく、自己の情報の公開をす
るか否か及び公開する範囲を決定する等積極的な面（自己決定権・自己情報の統制）も主張
されている。このように、本来プライバシー権とは、名誉権・所有権・肖像権・自己決定権
と類似し関連する幅広い権利である。付言すれば、本来プライバシー権とは、自身の内面に
おける決定の侵害を拒んだり、領域の侵入・開示のように令状主義と関わる自宅等物理的領
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域に許可しない他者が立ち入ることを拒む権利と捉えられるようである。
このように、プライバシー権とは、領域プライバシー・意思決定プライバシー・不法行為
プライバシー・情報プライバシー等に類型化17することができる。本項からは、プライバシ
ー権に関しての、名誉権・所有権・肖像権・自己決定権等に関する研究の紹介を中心に行い
たい。
前述したように、日本人がプライバシー権に注目するようになったのは1950年代半ばとさ
れるが18、その背景は、新憲法制定による個人の権利保障の主張であると思われる。三島氏
は、初めてプライバシーの問題を取り扱った論文はおそらくは「新聞と人権」（1956年）19で
あろうと紹介しているが20、それよりも早く、1935年に、末延氏が日本でもプライバシー権
を紹介していた21。末延氏は論文の中で、ウォレン＝ブランダイス両氏の論文に注目すると
共に、英米の事例を通してプライバシーの権利性を紹介している。英国の「Privacy」を
「秘密権」と訳し22、「the right to be let alone」を「被放任権」23と訳して紹介している。英
国と米国のプライバシー権に関する理論や事例を比較し、その権利の基礎をコモン・ローに
求め、プライバシー権の模索を指摘する24。プライバシー権を幸福追求権を論拠として、「法
によって命ぜらるる場合の外、その意に反して自己を公衆の凝視に暴露せしめざること」25と
説明する。しかしそこにおいても、やはり人格権・個人情報保護というところではなく、肖
像権の保護や、静謐を保つ権利の面から、自己の私事・書類を精査されないという刑事訴訟
に付随する権利が展開されている26。このように、日本においても初期に紹介されたプライ
バシー権とは、現代のような個人に関する情報の秘匿ということよりも、所有権・財産権・
自己決定権等自己の領域に関する排他的請求権や名誉権に関するもの、肖像権に関する財産
的価値に類似する概念であったようである。
末延氏の論文は（一）と（二）から成り、（一）では英米のプライバシーの関する事例の
紹介をし、（二）では英米のプライバシー権の根拠と保護の在り方が紹介されている。この
論文の中には、プライバシーを検討する上で重要な英米の判例紹介と権利の根拠と共に、現
代においての課題である表現の自由との調整や違法性の阻却、公人の理論等が検討されてい
る。
（一）では冒頭において英国のプライバシー侵害に関する事例が紹介されると共にプライ
バシー権に関して、①正常な生活を営んでいるものは如何なる程度にて自己を社会から遠ざ
けることができるか、②直接自己と交渉をもつ人々以外の第三者に自己の氏名・肖像・その
他自己に属する一切が暴露させることをどの範囲において拒否できるか、という問題提起が
示されている。引用される判例は、①名誉権、②所有権、③財産権、④肖像権等に区分する
ことができる。以下、末延氏の論文で紹介された事例である。
第一に、名誉権に関する事例について紹介する。プライバシー権は名誉権に類似する概念
とも考えられていたので、公開されたことでその人物の名誉を侵害したり、本人に対して侮
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辱的な表現で内心を傷つけるような映像や記事を公開した場合が問題となっていた。最初に
紹介されているのは、著名なアマチュアゴルフの選手が無断で顔写真をチョコレートの広告
に使用され、その写真の脇には拙劣な文でその選手の打球がそのチョコレートのように見事
であると書かれていた事例である。選手は本広告について、報酬を得て掲載を承諾したよう
な印象を与えるため、アマチュアとしての自己の地位を傷付けるとして名誉侵害を主張した。
本件は上院で名誉侵害と認められた（Tolley v. J.S. Fry and Sons. Ltd.,〔1930〕）。判事はそ
の理由について、氏名・写真の無断使用が名誉毀損の条件を満たしているからと述べた上で、
有名な政治家が描かれていたら何ら問題は起こらなかった、というプライバシーの調整原理
を述べた。この事件にプライバシーの問題が包含されているため、これを機として英国にお
いてプライバシー権が学者の関心を引いたとされている27。その他、水薬の製造者が、広告
に本薬はD博士が常用薬として処方されるもので、D博士自ら、自分の通風にこれほど効い
たものはないと説明している旨を掲載したが、D博士は自身の氏名使用について承諾を与え
ていないこと、この広告によって世間の侮蔑を招く恐れがあること、医師会の規則を違反し
たと思われる可能性があること等を主張し差止めを求めた事例がある。しかしD博士は実際
に損害を被っておらず、D博士が同薬を処方し私益を得ていることが立証された。陪審は名
誉毀損を構成せずとし、控訴院では許可なく自身の氏名を使用されたことについて差止めが
認められなかった。原告の医師が財産的損害を主張できなかったことが敗因とされた
（Dockell v. Dugall（1899）80 L. T. 556.）。これについて、財産権の伝統が法律の正当な発
展を妨げていることを末延氏は指摘する28。特に英国は先例拘束の国であるため、これまで
の名誉権や氏名権を主張するだけでは十分にプライバシー権が保護できないことも示唆され
ている。
直接の映像を用いてない事例では、ある画家が「美女と野獣」という画を有料展覧におい
て展示した際に、その絵はモデル夫妻を侮辱する内容だったことから、妻の兄弟が怒りその
絵を寸断したため、画家がそれを不法侵入として訴えた。画家には賠償が認められたが、判
事は、名誉権・プライバシー権に言及し、もし被告側の請求があれば、その絵の陳列に禁止
命令を発することができたと傍論で述べている（Du Bost v. Beresford（1810）170 Eng.
Rep.1235.）。同じく個人の製作した作品が問題となった事例で、有名な殺人事件の現場を蝋
人形で再現した。その犯人と疑われた男性は陪審員裁判によって無罪とされていたが、ロン
ドンで有名なその人形陳列所に展示されていたものは、一見してその男性が真犯人であるこ
とを想像させるものだった。本件は名誉棄損の成立が認められたが、人形作成者が不法行為
を構成するか否かは問題とされなかった（Monson v. Tussaunds（1894）1 K. B. 671.）。
これらの事例はその作品が本人の承諾を得ずに公開・使用されたものであるが、一部プラ
イバシーを放棄している場合ある。例えば、自身を映した映像に関する事例として、ボクシ
ングの選手が、試合に負けた実写フィルムの公開は自身の名声を傷付け、不快と屈辱を感じ
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るので差止めを求めた。しかし原告はフィルムに対し何ら契約をもたず、試合の真実が撮影
された点において不法行為としての名誉毀損の成立が妨げられるとされた（Palmer v. 
National Sporting Club.Ltd（1960））。その試合が公開のものであったことから、選手はこ
の点において、プライバシー権の一部を放棄したとみなされた。
第二に、所有権に類似するプライバシーの概念についての事例であるが、育てていた元妻
の子に対するその母親からの手紙（私的な性質のもので子の生活や道徳に関する忠告内容）
を自伝の中に発表することを述べた際に、その手紙の公開に対し、差止め命令が発せられ
た。これについて、子の弁護人は、その手紙の発表は個人の感情を傷付けると述べたが、裁
判所は、その手紙には本人が所有権を有し、その手紙の公開が不都合な結果の発生が想像し
得る場合は先例に従い、差止めを行うことができるとした（Gee v. Prichaed（1818）36 
Eng. Rep. 670.）。英国はプライバシー権を実定法上認めていないため、一つの偽装として表
に所有権を論じつつプライバシーの権利を認めたのである29。
第三に、プライバシー権の中でも財産権的価値について争う事例について、はじめに、外
科学の講義を無断で雑誌に公開されたことに対し、その記事が差止められた事例を紹介する。
差止めの理由は、限定された範囲内においてのみ発表された知識はその人の承諾なくしてそ
の範囲外に公表されないとして、経済的価値、自己の意思に反して第三者へ公示することを
禁止する点から一種のプライバシーが認められるとされた（Abernethy v. Hutchinson
（1825）3 L. J. ch. 209.）。
次に、作品に関する財産的価値についての事例を紹介する。ヴィクトリア女王とアルバー
ト公はエッチングの製作を趣味としていた。ある時印刷業者に原版を渡して作成を依頼する
と、雇人が自己の為密かにこれを印刷し、約30頁のパンフレットの表紙に女王の紋章を付
け、目測及び説明を記載し、これの購入者には女王またはアルバート公の筆跡の写しを進呈
するとあった。これは被告の近親者のみに配布されたが、差止めが認められた。女王とアル
バート公はエッチングに対して財産権を有し、エッチングの複製と目録の作成による財産権
の侵害は衡平法により保護される。これは、財産権・信託・信認・契約違反に基づくためと
された（Prince Albert v. Strange（1894）64 Eng.Rep.293.）。
プライバシー権の中でも、当時の印刷技術の発達も背景にあり、肖像権に関する事例も多
く紹介されていた。例えば、ある女性が写真屋に数種の肖像写真の撮影を依頼した際、その
写真が無断でクリスマスカードに用いられて見本として店頭に並べられた。この事例は、肖
像権の侵害（自身の複製を販売されてことで感情に衝撃を受けた）と、「与えられた権能の
濫用であると同時に黙示の契約違反」であるとし、ひどい信義違反として禁止命令が出され
た（Pollard v. Photographic Co.（1888）40 ch.D.324.）。類似する事例では、有名な女性作家
の肖像を無断で絵葉書にして一般に販売する目的で作成し、これについて女性作家が差止め
を求めた事例では、名誉毀損が成立せず、衡平法が差止めをするほどに事態は明瞭ではなく、
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自己の承諾なく書かれた本人と似ていない肖像画の出版の差止めは先例がないとして退けら
れた（Corelli v. Wall（1902）22T.L.R.532.）。
末延氏はこれらの英国の判例理論を総括する中で、「英国の裁判所は未だプライバシーの
問題と正面衝突をしない。」と述べ、その態度は明瞭ではないと結論付けている30。しかしプ
ライバシー権を保護するため、財産権・名誉権・契約違反を理由として差止めや販売の禁止
がなされているように、裁判所がプライバシーの権利そのものについての構築に否定的とい
うわけではない。これまで紹介した事例も、判決の理論構成も整い、結論も妥当である31。
（一）の後半では、前述したウォレン＝ブランダイス両氏の論文紹介と共に、米国の判例
の紹介が紹介されている。例えば、医師が新薬の広告に自己の氏名・署名の複製・推薦文が
掲載されたことの禁止命令を求めた事例がある。これについては医者としての名誉・氏名権
に対する侵害・その他公益に害のある点を理由として差止めが認められた（Mackenzie v. 
Mineral Springs Co.（1891）18 N.Y.Supp.240.）。自己の肖像を無断で用いられた事例では、
製粉会社がある女性の肖像画を印刷した物の下に会社名を印刷し、上部には「家族の麦庫
粉」と印刷して商店や酒場などに掲示した。そのため女性は友人たちから揶揄され、精神的
ショックから通院しなければならなくなった。女性は損害賠償と差止めを求め、原審は訴権
が発生しないとして排斥したが、上訴裁判所は4対3でこの判決を破棄している（Roberson v. 
Rochester Folding Co.（1901）71 N.Y.Supp.876,（1902）64N.E.422）。このような自己の肖
像の無断使用に関して、有名人についてはその写真の公開についても差し止めが認められな
かった事例も紹介されている（Atkinson v. Doherty（1899） 80 N.W.205）。その他、生命保
険の広告に、身形のよくない病身の男と原告の写真が掲載され、前者は保険契約を結ばなか
ったため後悔している者、後者は保険契約を締結したために現在は家族の憂いもなく結構な
身分にあるとの文書が添えられていた。しかし原告はその契約はしておらず、秘密権の侵害
を理由として損害賠償を求めた。ジョージア州裁判所はプライバシー権を認め原告は勝訴し
た。（Pavesich v. New England Life Ins.Co（1905）50 S.E.68.）。他にも、ある用品店が新聞
の広告に、原告が運転席に座り、後部に数人が乗車した図を掲げ、その人物達の着ている服
の種類・値段等を細かく表示した。ロード・アイランド州はこれは権利侵害の証明なしと判
決している（Henry v. Cherry（1909）73 Alt.97.）。
このように、（一）では、プライバシーに関する英米の事例を紹介しながら、名誉権・肖
像権等の権利も、プライバシー権が包含することのできる権利として提示されている。これ
まで名誉権や肖像権として処理してきた事例も、プライバシー侵害として権利が保護される
側面が示されている。なお、末延氏は事例を紹介した後、米国のプライバシー権とそれに関
する事例について、「米国ではかく積極説と消極説が相対立するに至つたが果して何れを正
当とすべきであらうか。」32と問題を提示してこの論文を締めくくっている。米国ではプライ
バシー権の根拠を英国のコモン・ロー等に求めながら、これまでの名誉権や財産権による権
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利保障の限界を明らかにし、当時としては新しいプライバシーという権利の構築を模索して
いるようである。
（二）の冒頭では「被放任権」（right to be let alone）を、自己を外部へ暴露してもらいた
くない、静かに放任しておいてほしいとの主張（クーリー判事）を説明している33。その中
で、外部との接触を嫌悪する者は法に寄って命ぜられる場合を除いて公衆の目にさらされな
い幸福を有すると共に、法の身体・安全とは生物学的・物理的なものに限定されるのか34、
という疑問を提示している。米国におけるプライバシーの根拠とは、米国独立宣言や合衆国
憲法14条にある「幸福追求権」とされ、この幸福追求とは、私生活における秘密の保護もこ
れに当たると指摘する35。信書・住居の不可侵・身体の拘束を例にあげられるように、秘密
権とは身体の安全に関する権利を補完するものである36。
（二）の後半では、プライバシー権に関する問題点が指摘される。先例を重視するあまり
権利救済ができないことや37、プライバシーの定義づけが困難であり、保護されるべき限界
が明確ではないということである。衡平法で財産権は保護できるが、秘密権は衡平法で禁止
命令を発し得ないため保護が困難となる38。その例として、判例の紹介から、有名人のプラ
イバシーについて論じている。例えば発明王といわれるエヂソンが若年の頃製造した外用薬
に関する権利を他人に譲渡したところ、その人物はその薬を販売する際にエヂソンの顔の肖
像を容器に貼り、エヂソンが自らその薬を使用・処方しているとする文も添えていた。エジ
ソンはこの表示の差止めを求め、裁判所は秘密権を認めエヂソンの請求を認めた（Edison v. 
Edison Polyform Mfg.Co.（1907）67 Atl.392（N.J））。ここにおいて、エヂソンのように世界
的名声を有する人物は最早やジャーナリズム上のプライバシーの権利はほとんど喪失してい
るとする一方で、商品の広告に顔写真等が使用されるまでに権利を失ってはいないと説明す
る39。これには、現代の公人の理論も含まれるように思われる。
総括すると、末延氏の論文は、現代におけるプライバシー権と表現の自由の対立の問題
や、その根拠や関連する事例の詳細な説明等、伝統的プライバシー権だけではなく、現代発
展している「情報プライバシー」の胚芽も自己決定権の検討や事例紹介から論じている。英
米においてもプライバシー権は未だ新しい権利であっため、末延氏も事例の紹介を中心に行
い、自身の検討はそれほど多くはない。「Privacy」を「秘密権」と訳しているところにも表
れるように、プライバシー権の核とはやはり個人の「秘密」侵されない権利であると思われ
る。従来は名誉侵害として処理していた事件についても、プライバシー権とは名誉権や財産
権等を包含する権利として、個人の権利を保護することができる。
以上のように、末延氏の論文は、プライバシーを研究する際に非常に重要な研究であるに
もかかわらず「看過されている。」40といわれるように、それほど注目されていないように思
われる。それは、戦前の日本においてはプライバシー保護を論じる社会的基盤が欠如してい
たことと共に、日本がドイツから多く法を取り入れていたことや41、アメリカ法への蔑視思
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想が存在したことに要因があった42。
このような背景から末延氏の論文はプライバシーに関する文献に引用されることは少なく、
日本でのプライバシー権に関する文献が多く登場するようになったのは、二次大戦後である。
プライバシーという用語が一般に知られるようになったきっかけは後述する「宴のあと」事
件からであるとされるが、二次大戦後、日本国憲法が制定され、個人の権利保障が明確にな
ったことも要因となり、プライバシー権が広く主張されたといわれる。戒能氏は「人格権と
権利侵害の類型化」（1955） の中でプライバシー権について検討している。その特徴は、具
体的事件を通して英国法の人権侵害について、名誉権・不法行為について触れ、プライバシ
ーをそれに類似・付随する権利として紹介していることである。この論文には「プライバシ
ー」という表現が用いられず、「人格攻撃」・「人格的権利に対する侵害」等が用いられる43。
この研究は「プライヴァシィ権を論じたものとして先駆的な論文である」44と評価されている。
戒能氏はプライバシー権を情報だけに特化したものとしてだけではなく、英国・米国のよう
に広く捉えている。個人の権利侵害を財産的権利・所有権から述べている。また、プライバ
シーに関する事例を紹介する際に、新聞・雑誌等による批判や広告への顔写真無断使用につ
いて、これをプライバシー侵害という面よりも、論文全体として名誉権侵害と主張し論じて
いるため45、「プライバシー侵害＝無断での私事の公開」というようには捉えていないように
思われる。翌年戒能氏の発表した「新聞と人権」（1956年）においては、名誉侵害の事例を
紹介する中で、名誉権と関連付けてプライバシー権を紹介している。この中で、プライバシ
ー権について、その権利性や定義の説明はなされていないが、「プライバシー」46という文言
が登場している。また、後述する情報プライバシー権についても言及している。「小中学校
とプライバシー」（1961年）では、戒能氏はプライバシーの原点を紹介している。プライバ
シーの範囲を「自己の城」47として例え、自己の城内（実際の領域及び精神の中）に立入りさ
せない特権および自己の生活をかき乱されない権利として説明する。その背景には、報道が
営利産業になったことが指摘されているため、これは情報プライバシーとも関係している。
この論文が収録されている『法律時報』（1961年・5月号）では「最近の名誉・プライバシ
ー」という問題が特集されている。この号では、具体的事件の検討を基にし、名誉とプライ
バシーの違いについて述べると共に、名誉権のような公共的な面だけでなく、「私事」とい
う極めて私的な権利をどう保護するかについて論じている部分も多い。欧米のプライバシー
という権利を事例を交えて紹介するだけではなく、日本での権利成立の背景や権利性、表現
の自由の調整についても論じている。例として、香内氏は、米国のプライバシーに関する事
例を紹介するに当たり、プライバシーの権利は「人格権」として、著作権・名誉棄損等の直
線延長上にプライバシーの権利をおくとしている48。しかし、全体として、マスメディアの
取材のいきすぎや言論コントロールの問題のような個人の権利の面について述べているとこ
ろが多く、プライバシーとマスコミの問題等情報拡散による被害に注目している。四宮氏は
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「宴のあと事件」についても言及している。プライバシーの権利は一般には認められるとし
ても、本作品は原告の利益を侵害しているか、という点である。プライバシー権と表現の自
由との衝突の調整と共に、その作品の芸術性や、原告の公的性格（公的人物に当るか）等に
ついても考察する必要性を提示している49。遠藤氏は、「宴のあと事件」で述べられたプライ
バシー権の在り方につき、検討が必要とされるべき点について、その救済や違法性阻却・言
論の自由との調整等論点を提示している50。
1962年に伊藤氏と戒能氏による『プライバシーの研究』51が刊行される。本書は法律時報等
に収録された雑誌掲載論文の中で法的観点からプライバシー権を論じた研究を収録してい
る。これらの論文では、伊藤氏の「プライバシーの権利の理論的基礎」52等、欧米のプライバ
シーに関する事例や理論の紹介だけでなく、日本のプライバシー権の展開やその権利性につ
いても論じていることが特徴である。とくに欧米において、不法行為の概念として考察され
ることの多かったプライバシー権に関する問題について、プライバシー権の理論的基礎を名
誉権・コモン・ロー・自然法よりみちびき、憲法上の権利としての位置付けを試みている53。
1963年には伊藤氏の『プライバシーの権利』54が発表され、本書はプライバシー権理論を確
定するのに役立ったとされている55。前述したWilliam L. Prosser氏の論文「Privacy」56を非
常に詳細に紹介しているところも注目すべきところである。これまでは、表現の自由の重要
性の主張等から、国家と個人の権利について述べる研究も多い中、伊藤氏はプライバシー権
についても、国家と個人の関係だけでなく、私人による権利侵害についても論じている。伊
藤氏が1962年に述べたプライバシー権に関する理論は、本書にも収録されている。はじめに
米国プライバシーの論拠は、英国と同様に財産権・名誉権であると示し57、その権利性と保
護の在り方を論じている。
以上のように、日本での初期のプライバシー権の継受の特徴をまとめると、プライバシー
権が紹介された当初は欧米のような排他的請求権から、「一人でいさせてもらう権利」の伝
統的プライバシー権の紹介が中心といえる。これについては、日本では、他の権利と関連付
けず、独立した権利として承認した。これは、名誉権や財産権等と類似・関連付けて認めら
れてきた英米の説と大きく異なる。プライバシー権が主張された当時は、「私的領域の排他
的請求」という面があり、その根拠は、財産的・所有権・名誉権であり、憲法を根拠とは考
えられていなかった。末延氏の論文に見られるように、日本でも当初は、このように学説が
継承されていたように思われる。
なお、日本におけるプライバシー権の継承について、石井氏は『個人情報の理念と現代的
課題――プライバシー権の歴史と国際的視点――』 （2008）において、前述した堀部氏の著
作を参考に、日本におけるプライバシー権に関する研究業績を紹介している58。その中で、
諸外国と日本とのプライバシー権の継承の違いを指摘している。英米のように、判例主義の
国においては、プライバシー権を財産権・若しくは財産権と関連付けた形で判決の中で捉え
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ながらも、その権利性を認めることには慎重な姿勢が見られる。しかし、日本はプライバシ
ー権を紹介された当初から人格権に位置付けている。前述したウォレン＝ブランダイス両氏
の論文や、末延氏による英米の学説・判例の紹介の中でも、プライバシーをおよそ独立した
権利とは認めず、名誉権・財産権・所有権としてプライバシー権を保護していた。そのため、
欧米の判例が、プライバシーの根拠を何処に求めるかが論議されるが、名誉毀損罪や信用毀
損ではなく、初めから独立した権利として承認しているのである59。
Ⅲ．情報プライバシー
前述したように、日本ではプライバシー権は「私事の秘匿」という面が強調される。これ
は、自己決定権・自己領域にも関わるものだが、「一人にさせてもらいたい権利」に最も近
い「静穏のプライバシー」60とは、自己の欲しない情報を公開されないことで保障される。本
頁より、私事の秘匿・情報に関わるプライバシー権に関する学説を概説する。
日本が情報に関するプライバシー権に注目した背景は、表現の自由の主張によるマスコミ
の巨大化にある。前述した戒能氏の「新聞と人権」（1956年）は「一　新聞はこわい　新聞
は非常に大きな威力を持っている」61という冒頭に始まり、名誉侵害や静謐のプライバシーを
論じる以外にも、情報プライバシーついても紹介している。これは、現代でも大きな問題と
されているプライバシー侵害をまねくマスコミの行為（「噂の報道」や真実ではない報道、
興味本位の報道）と共に、マスコミの強大化・新聞の影響力、名誉侵害（プライバシー侵
害）を受けた際の被害者の泣き寝入りや仕事で信用を失くす等の影響も論じている62。報道
による人権侵害を「新聞による殺人」63と表現し、当時プライバシー侵害が一般化されず名誉
毀損で民法・刑法で事件を処理していたが、英国を例に挙げ、いかにすれば報道の自由を守
り、個人の人権を保障できるかという点についても論じている。
1959年に戒能氏は「プライヴァシイ権とその保障」を発表している。米国判例を紹介しな
がらプライバシー権を論じているが、その中でも、新聞等への無断での個人の情報記載は名
誉権侵害（報道機関による個人へのダメージ）とし、プライバシー権を幸福追求権の一部と
論じている64。戒能氏はここでプライバシー権を私事に公開と明確には述べていないが、プ
ライバシー権を対マスメディア的な権利と紹介している。マスコミの発達や写真報道の拡充
により、プライバシーをより情報拡散により傷付けられる権利と考えはじめたことや、社会
との繋がりをもってしても「一人でいることの自由」・「権力からも報道機関からも覗き見さ
れない領域」を主張し、「『プライバシィ権』を認めるものではなかったら、この領域はいか
にしても作ることができないのである。…濫りに写真を撮られないことの自由、いわんや発
表されないことの自由は、当然何人にも保障されるべきである。」65と、今日でいう「一人で
おいてもらう権利」を主張している。同年に戒能氏は『法律時報』においてプライバシーに
関する特集を組んでいる66。その中で、英国のプライバシー問題を紹介し、英国に「プライ
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バシー保護法案」が提出された背景やその内容を述べている67。英国では当時も私的情報の
公開をプライバシー権でなく名誉侵害としてきたことを述べる中で、戒能氏は「これらの事
件は、名誉毀損というよりも、むしをプライバシー侵害に甚だ近い」68というように、私的情
報の公開をプライバシーとしているように思われる。
前述した1965年の三島氏の『人格権の保護』では、プライバシー権発展の者社会的背景か
らマスコミによるプライバシー侵害・人格権侵害を問題を提示し、私法によるプライバシー
権の理論化を行っている。それと共に、公人によるプライバシー暴露の許容、表現の自由と
の調整等も述べられているが、公表されない自由・マスコミからの防御のように、やはり伝
統的プライバシー権をその主な主張としている。
プライバシー権を情報コントロール権として捉え、判例に多く見られるのは1990年代以降
であるが、これに関する学説は、1980年代から多く紹介されるようになる。1970年に佐藤氏
はすでにアメリカにおけるプライバシーの理論を基礎にプライバシー権の憲法的位置付けに
ついて論じている69。プライバシー権として、ウォレン＝ブランダイス両者の提唱した「一
人で放っておいてもらう権利」（静謐を保つ権利）と共に、自己情報に対する統制について
も述べている。米国のプライバシーに関する論文・判例を紹介し、プライバシー権の本質を
「自己に対する情報をコントロールする権利」と説明した70。欧米においてこれまで不法行為
として論じてきたプライバシー権を憲法的に考察し、それを日本にも当てはめている71。そ
れと共に、日本におけるプライバシーの根拠は、英米のように財産権・名誉権ではなく、「人
間の尊厳の関わる権利」として、憲法13条の幸福追求権であると示した72。これにより、こ
れまで条文にないプライバシーの権利を主張する論拠が示されたことで、今まで不法行為と
して救済されていたプライバシー侵害を、憲法によっても保護されるべき権利であるとの主
張を試みている。
重複するが、日本においてプライバシー権とは、情報の秘匿が主に問題となるため、一般
的には「情報プライバシー」73として認識され、本人の同意なしに私事を公開されない権利と
して浸透している。これも、プライバシーに関する問題の一側面である。これに対して阪本
氏は著作の中で、プライバシー権とは、プライバシーの「段階的定義を経てさらに権利まで
高められたもの（法的に承認を受ける価値をもつプライバシー規範74）であり、プライバシ
ー利益とは、「評価の対象になることのない生活状況または人間関係が確保される状況に対
する正当な要求または主張」75と説明している。
前述したように、日本においてプライバシーが注目されるきっかけとなった「宴のあと事
件」の第一審判決は1964年76であり、このころからプライバシー権に関する論議は非常に大
きな高まりをみせた。これは、二次大戦後に新憲法の下で表現の自由の保障が尊ばれた後、
個人の尊重や私生活の保護に関心が向いた結果、プライバシー権に関する研究も増えたこと
が要因であると思われる。河原氏の『言論及び出版の自由』（1954年）では、第7章の「プラ
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イバシーの権利」の中で、「米国の若干州に於てはプライバシーの権利（right of privacy）
なるものが認められている。それは法律的解釈としては比較的新しく、最近五十年間に発達
したものである。」と紹介している77。この論文の特徴は、プライバシー権を権利の邦訳とし
て適当なものがないことから「私事に関する報道を制限する権利」78と訳しているが、主に原
文のままプライバシー権という表現を用いている。この説は後の学説に、プライバシー権と
は「自己の欲しない情報を開示させない権利」とする認識を与えた。新聞の発達がもたらす
ゴシップ報道・肖像の無断使用・名誉毀損という影響を論じる共に、「名誉毀損に至らない
ものでも、パブリシティを嫌う人の感情を甚だしく侵害するものがある。」79として、名誉毀
損にはその救済が与えられるが、その程度に達しないプライバシーの侵害にしては法的救済
の余地があるのかを検討している。前述したウォレン＝ブランダイス両氏の「The Right to 
Privacy」が法律時報において紹介されたのは1959年であるが、河原氏もウォレン＝ブラン
ダイスの論文及び米国のプライバシー権の在り方や事例を紹介している。その際に人の肖
像・氏名の不当な使用や公表のように、特に肖像権や商業的価値に注目している80。これら
の理論を日本にも当てはめ、日本の民法・刑法にはプライバシー権に関する規定はないが、
民法が生命権・身体権・自由権及び名誉権等人格権を認めているため類推によりプライバシ
ーの権利を認め保護を与えることも不可能ではないと説明している81。
前述した末延氏の論文の（二）においても、情報に関するプライバシー権が述べられてお
り、現代でも問題とされるプライバシー権と表現の自由が対立した場合の違法性阻却となる
場合も紹介され、その調整原理として公共に関する事項・公職者やその候補に挙がった者や
公人の地位にある者82、口頭による侵害はプライバシー侵害が認められないとした。違法性
が阻却されない場合も挙げられ、悪意の不存在・暴露した内容が真実であること等が紹介さ
れている。最後に総括として、プライバシー権について多く問題となる事柄とは、他人の氏
名・肖像を無断で広告に使用したこと、名誉を侵害・若しくは誤解を与える内容の記事、私
的情報の公開であるとされた。
プライバシーの根拠について、伊藤氏は英米のプライバシー権の根拠をコモンローや自然
法の中にも見出そうとしている。日本においてのその論拠づけは非常に懐疑的であるが83、
不法行為の一般原理において保護を受けるに値する利益とし、プライバシー権について「人
が私事をみだりに公開されないことが現代において保護されるべき利益」84と述べている。非
常に簡潔な記述ではあるが、このプライバシー権の説明が、後の日本におけるプライバシー
権を私事の公開とする考え方に影響を及ぼしたと思われる。
Ⅳ．日本のプライバシー権の展開：現代的プライバシー権の登場の背景
ここまで紹介した学説とその内容は、一人でいさせてもらう権利である「伝統的プライバ
シー権」である。民法上の観点に注目すると、プライバシーが保護される部分は「私生活そ
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のもの」85であり、民法上も人格権の一環としてその権利性を承認することが可能であるとさ
れる。そして、その侵害は、かつてはメディアによりなされることが多く、ここでは表現の
自由との対立が問題となる。このような憲法上のプライバシーに関する問題や、日本におけ
るプライバシー権の確立とプライバシー権が紹介された初期の帰着点は、「宴のあと事件」
（東京地裁判決昭39・9・28下民集15・9・2317）であると思われる。この事件は、これまで
の日本におけるプライバシー権に関する学説の集大成でもある。プライバシーという用語や
権利性が大きく注目されるようになった契機となる事件であり、本件訴訟において原告側が
名誉毀損ではなく、プライバシー侵害を根拠に訴訟を提起できたのは、日本においてもある
程度プライバシーに関する研究が蓄積され始めていたことが背景にあると堀部氏は指摘す
る86。三島由紀夫氏の執筆した「宴のあと」の中で、主人公のモデルが元外務大臣・元都知
事候補であるA氏であることを読者に想像させると共に、女性関係や選挙の落選等の内容が
真実であるような印象を読者に与えた。A氏は作者と出版社に対して、プライバシー権の侵
害を理由として、謝罪広告と損害賠償を請求した。訴訟の当事者が有名人であったことに加
え、「プライバシー」という用語が非常に新しかったことも要因となり、非常に事件の動向
は注目され、それに関する論文も多く発表された。「宴のあと」事件が提訴された1961年の
法律時報33巻5月号では、「最近の名誉・プライバシー問題」として特集が組まれている。こ
の特集では、プライバシー侵害を「私的情報の公開」とする情報プライバシーとして捉えて
いる。例えば尾吹氏は、プライバシーの問題をマスメディアからの個人の権利の保障という
問題を冒頭より示し、米国の事例を例に挙げて、プライバシーの侵害を「本人の意思に反す
る個人の私的領域への物理的、想像的侵入、およびその結果得られた私事の、真実または歪
められた公表」を「道徳的不正」と表す87。中川氏も同号において、「宴のあと」事件のいき
さつを述べながら、「その事実が真実であると否とに拘わりなく、個人生活に不当な干渉を
加える」88等プライバシー保護の必要性と共に、他人の私生活を覗き見するような事件が生じ
る背景や表現の自由とモデル小説の問題を論じている89。遠藤氏は同じく同号において、前
述したウォレン＝ブランダイス両氏の「一人で居させてもらいたい権利（Right to be let 
alone）」から、プライバシー権を「私事をみだりに公開されない権利＝私事の不当な公開か
らの自由」90と説明する。その中で、プライバシー権の侵害の違法性が阻却される場合を、伝
達手段・事実の周知の程度・その人物の地位・情報が公開された場合の利益と非公開とした
場合の利益の比較・本人の承諾・社会的関心の高さ・プライバシーを侵害された人物の精神
的苦痛・芸術性等例をあげており91、これらについても「宴のあと」事件では検討された。
判旨において、「プライバシー権は私生活をみだりに公開されないという法的保障ないし
権利」と定め、その保護の在り方を、「近代法の根本理念の一つであり、また日本国憲法の
よつて立つところでもある個人の尊厳という思想は、相互の人格が尊重され、不当な干渉か
ら自我が保護されることによつてはじめて確実なものとなるのであつて、そのためには、正
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当な理由がなく他人の私事を公開することが許されてはならないことは言うまでもないとこ
ろである。」と判示し、メディアとの関係性についても、「今日のマスコミユニケーシヨンの
発達した社会では個人の尊厳を保ち幸福の追求を保障するうえにおいて必要不可欠なもので
あるとみられるに至つていることとを合わせ考えるならば、その尊重はもはや単に倫理的に
要請されるにとどまらず、不法な侵害に対しては法的救済が与えられるまでに高められた人
格的な利益であると考えるのが正当であり、それはいわゆる人格権に包摂されるものではあ
るけれども、なおこれを一つの権利と呼ぶことを妨げるものではないと解するのが相当であ
る。」として、侵害に対してはその差止めや賠償がなされるとしている。判決で示されたプ
ライバシー侵害の要件は、①私生活上の事実または私生活上の事実らしく受け取られるおそ
れのある事柄、②一般人の感受性を基準にして、当該私人の立場に立った場合に、公開を欲
しない事柄であること、③一般の人々に未だ知られていない事柄、とされた。この判例にお
いてプライバシー権とは、「みだりに私生活上の事実を公開されない自由」と提唱された。
この事件は、憲法13条を根拠に初めてプライバシーの権利性を肯定し、具体化した事例で
ある。この判決は「プライバシー権を、一般論としてのみならず、その具体的適用を認めた
点で画期的意義を有する」92・「学説により圧倒的に支持され、わが国におけるプライバシー
権確立の礎石を築いた判決」93等評価されている。日本はこれまで同種の事例は名誉損害とし
て処理されてきた。この判例により、メディアからの防御・私事の侵害から保護されること
である「私生活の保護」という意味でのプライバシーが保護されると認識づけられた。これ
は「伝統的プライバシー」94と称することができる。これはマスメディアに関わるプライバシ
ーであるため、「マスメディア・プライバシー」95ともいわれ、プライバシーの保護とマスメ
ディアの表現の自由との調整が問題になる。そのため、この事例から導かれるプライバシー
権の内容とは、私室の覗き見や盗聴の防止のように私生活の秘密を侵されることを防止する
こと、②モデル小説のように仮に真実であっても個人の知られたくない私的な過去を暴露す
る表現を防止すること、③ある写真を異なる状況で利用する等私人について誤った認識を与
えるような表現を防止すること、④広告への肖像の無断利用のように私事を営利的に用いる
ことを防止すること96と提示された。この判決には現代的プライバシー権である「自己情報
コントロール権」の側面も見られた。
本事例を機にとして多くの研究者がプライバシー権に再度注目し、重要な権利としてその
侵害や保護の在り方の構築を行っている。五十嵐氏はプライバシー権の侵害を、住居ののぞ
き見と侵入・日記や手紙の公開・私事の公開等類型化し、その中で本事件を「夫婦生活の侵
入・描写」という侵害として論じている97。本件において、プライバシー侵害とフィクショ
ン小説の関連についての問題がある。小説「宴のあと」は、登場人物のモデルは容易に推定
することができるものの、その内容の全てが真実ではないため、その内容がモデルとした人
物のことを忠実に描写しているわけではない。そのためそのような作品はプライバシー侵害
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と言えるのかどうかという問題が生じる。これについても、小説の発表により精神的苦痛を
原告が受けているため、芸術性の高さを主張した場合においても、モデルとなった人物が極
悪非道・愚劣な人物として書かれている場合はプライバシー侵害を認めてよいかもしれない
とし、仮にいかに美しく描写されていても、明白にモデルと分かる作品が出されたことによ
る精神的苦痛を指摘する98。つまりモデル小説は読者にとっては、事実である部分とフィク
ションである部分が判然としないゆえに、フィクションであっても私生活を小説の中に書か
れたことで読者の好奇心を引き生活の平穏が乱される。そのため書かれた内容が事実であろ
うとフィクションであろうと、侵害される法益は同じであるためである99。また、遠藤氏は、
「客観的には誰もモデルその人の私生活と思わなくても、モデルその人の主観としては、自
分達の私生活や経歴等をのぞきみされ、またはのぞき見されたように感じ、あられもない虚
構に自分達の平穏な生活を他人に公表されたと精神的に不快に思う場合、いわば被害者の主
観的被害意識のみによりプライバシー権の侵害となるであろうか」100という問題を提示して
いる。遠藤氏はこれについて明確に回答せず、公平な裁判の判決を待つほかない、と論じて
いるが、プライバシー権を「市民の平穏な私生活を脅かされたり、不当に介入されることか
ら保護される人格権」101と捉えると、原告のプライバシーを侵害したことになるといえるだ
ろう。なお、本事件の小説の出版社が、「1960年の傑作といわれるモデル小説」というキャ
ッチフレーズで購読者を誘引していることや、モデルの私生活を覗き見するような低俗趣味
の販売戦略も故意にモデルの平穏な私生活を侵害するのではないか102、という論文の最後に
なされた遠藤氏の指摘も重要である。
Ⅴ．まとめ
これまでの判例・学説を再度簡潔に略説すると、プライバシー権に関する学説の内容は、
令状なき場合私的領域に立ち入らせないとする空間的なもの（静謐・私的領域の保護）と、
私的情報を本人の承諾なく公開させない（私事の非公開、誤解を招く表現の差止）というも
のである。その根拠も、財産権・肖像権・所有権・自己決定権等がある。我が国においてプ
ライバシー権とは、憲法上に明記されていなくとも、判例・学説により確立された権利であ
る。今日ではプライバシー権は情報に関する問題が注目されているため、今後はメディアと
の関係性においても現代的プライバシー権が主張されることになるため、私事の公開に関す
る問題と共に、自己に関する情報へのアクセスが問題になると考えられる。これは、マスメ
ディア側も対応を迫られる可能性のある新しい課題である103。
現代はコンピューターの発達を背景に、自己情報コントロール権が注目され、それに関す
る判例が登場してきた。伊藤氏の述べるように、プライバシー侵害が法的救済を受けるため
には私生活の尊重が要求されると共に、プライバシー侵害の増加にはいくつかの条件が考え
られるという。通信・交通技術の発達と拡大、マスメディア等の企業の営利活動を原因とす
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る人権侵害である104。これは資本主義が一定の成長を遂げた結果であるが、マスメディアの
暴露的記事を期待し、表現の自由を主張する一方で、情報の伝達速度や公開できる範囲が広
まったことで、個人の人格権の保護や私生活と秘密の保護を強く求めるという相反した思想
によるものであろう。今日増加し、深刻化するプライバシー侵害の訴訟の等増加と共に、研
究の著しい発展がみられる。新しい視点や社会変化によって次々に新しい課題が生まれ、検
証されているという流動期にある。今日増加し、深刻化するプライバシー侵害の訴訟の等増
加と共に、研究の著しい発展がみられる。新しい視点や社会変化によって次々に新しい課題
が生まれ、検証されているという流動期にある。かつての日本において、プライバシー保護
の観点から名誉感情や身分に伴う名誉を保護してきたとこからも、個人の人権保障希薄であ
ったとはいいきれない。プライバシー侵害に関しては厳罰化による防止が期待できず、予防
や対策が困難である。そのため、一つ一つの裁判事例について、表現の自由との調整を考慮
しながら、立法による具体化を期待すると共に、人権保障の意識を高めていくことが重要に
なる。
我が国におけるプライバシー権は、私生活上のプライバシー権の承認から憲法上の権利の
承認へと進み、個人的・消極的権利として性格の強い「ひとりで放っておいてもらう権利」
という概念からより積極的な「自己に関する情報をコントロールする権利」というプライバ
シー概念を認める方向に変化している105。プライバシーの保護・権利の具体化は必要である
が、行政その他の能率の要求・国民の知る権利と衝突してしまう106。今日において、プライ
バシー権保護と他の権利との調整の問題は、国家対国家だけでなく、個人対個人も問題にな
る。ある事実を公表した際に、社会的に重要でない事実の公表はプライバシー侵害の問題と
なり、社会的評価に重要な事実の公表は名誉毀損の問題になる。このように、名誉とプライ
バシーの区別をあいまいにし、本来コントロールできない性質をもつ知識や情報をプライバ
シーの概念に取り入れようとしているところに本質的欠陥をもつ。しかし、現代的プライバ
シーの考え方である情報コントロール権というプライバシー権の捉え方は、伝統的見解に欠
落していた請求権的側面（自己情報への閲覧・訂正請求権）をその内実に取り込もうとする
努力のあらわれと推察できる107。このように、日本におけるプライバシーに関する学説は伝
統的プライバシー権だけではなく、現代では「自己の情報をコントロールする権利」も非常
に有力に主張されている。そのため、伝統的意味でのプライバシー保護を論じると共に、新
しいプライバシー保護の在り方の構築も必要になる。
1 堀部政男「プライヴァシー」法律時報49巻7号　66頁（1977）。
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This is a study on right to privacy. The right to privacy is the principle of law theory 
that is newer than the honor right. The right to privacy is the concept that flowed in from 
Europe and America. About a right to privacy, there are many studies on foreign documents 
and trial example. This study is the succession of the British and American right to privacy 
to Japan and an introduction of the theories. 
In England and America , The privacy was recognized based on a property right, the 
honor right, proprietary rights in a trial. On the other hand, In Japan, the privacy is a 
concept against media and freedom of expression. This ”is information privacy. And it is 
said to this that ”the secrecy of the private affair” is important.
Keyword: privacy, 「Right to be let alone」,「Right to control one’s personal information」,
「Utagenoato」case,
Establishment of the right to privacy in Japan
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